
 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① えるぼし認定制度 

「女性活躍推進法」に基づく認定制度です。一般事業主行動計画の策定・届け出を行った事業主のう

ち、女性の活躍促進のため取り組みの実施状況が優良な企業が厚生労働大臣から「えるぼし認定企業」

や「プラチナえるぼし認定企業」として認定されます。 

●自社の商品、広告などに認定マークを使用できる 

●日本政策金融公庫から低利融資が受けられる 

●公共調達で加点評価が得られる 

②くるみん認定制度 

「次世代育成支援対策推進法」に基づく認定制度です。一般事業主行動計画の策定・届け出を行った事業主

のうち、計画に定めた目標を達成し、一定の基準を満たした企業が厚生労働大臣から「くるみん認定企業」

「プラチナくるみん認定企業」「トライくるみん認定企業」として認定されます。不妊治療と仕事との両立支

援に取り組む企業を認定する「プラス」認定制度もあります。 

●自社の商品、広告などに認定マークを使用できる 

●くるみん助成金（300 人以下の企業）が受けられる 

●日本政策金融公庫から低利融資が受けられる 

●公共調達で加点評価が得られる 

③ユースエール認定制度 

 「若者雇用促進法」に基づく認定制度です。若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況など

が優良な中小企業が厚生労働大臣から「ユースエール認定企業」として認定されます。 

●ハローワーク等での重点的ＰＲの実施 

●認定企業限定の就職面接会等に参加できる 

●自社の商品、広告などに認定マークを使用できる 

●日本政策金融公庫から低利融資が受けられる 

●公共調達で加点評価が得られる 

④もにす認定制度 

「障害者雇用促進法」に基づく認定制度です。障害者の雇用の促進及び雇用の安定に関する取組の実施

状況などが優良な中小事業主が厚生労働大臣から認定されます。 

●自社の商品、広告などに認定マークを使用できる●厚生労働省等による周知広報の対象になる 

●日本政策金融公庫から低利融資が受けられる●公共調達で加点評価が得られる 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪筆者：山崎≫ 

★労働保険料の年度更新 

賃金台帳と工事台帳（建設業の方のみ）をもとに労働保険料の精算を行いますのでご協力をお

願い致します。 

  

★令和６年度の雇用保険料率 

雇用保険料率は前年から変更ありません。 

  労働者負担 事業主負担 雇用保険料率 

一般 ６/1,000  ９．５/1,000 １５．５/1,000 

農林水産業：清酒製造業 ７/1,000 １０．５/1,000 １７．５/1,000 

建設業 ７/1,000 １１．５/1,000 １８．５/1,000 

 

★無期転換ルールの継続雇用の高齢者に関する特例の適用には申請が必要です。 

 １．無期転換ルールとは？ 

有期労働契約が更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定めのな

い労働契約（無期労働契約）に転換できるルールです。  
  

２．継続雇用の高齢者の特例とは？ 
無期転換ルールの適用により、通常は、定年後引き続き雇用される有期雇用労働者についても

無期転換申込権が発生しますが、有期雇用特別措置法により、適切な雇用管理に関する計画を

作成し、都道府県労働局長の認定を受けた事業主の下で、定年に達した後、引き続いて雇用さ

れる有期雇用労働者（継続雇用の高齢者）については、無期転換申込権が発生しないとする特

例が設けられています。特例の適用に当たり、事業主は本社・本店を管轄する都道府県労働局

に認定申請を行う必要があります。 
 

 
（１）「合理的配慮の提供」とは？ 

社会生活において提供されている設備やサービスなどは障害のない人には簡単に利用できる一方で、障

害のある人にとっては利用が難しく、結果として障害のある人の活動を制限してしまっている場合があり

ます。このような、障害のある人にとっての社会的なバリアについて、個々の場面で障害のある人から

「社会的なバリアを取り除いてほしい」という意思が示された場合には、その実施に伴う負担が過重でな

い範囲で、バリアを取り除くために必要かつ合理的な対応をすることとされています。これを「合理的配

慮の提供」といいます。 
（２）「過重でない」かどうかの判断は？ 
合理的配慮の提供が、各事業者にとって「過重な負担」かどうかの判断は、以下の要素などを考慮し

て、個別の事案ごとに具体的な場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要です。 
① 事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か） 
② 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約） 
③ 費用・負担の程度 ④事務・事業規模 ⑤財政・財務状況 


